
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

〇

〇

¾

（号 外）
独立行政法人国立印刷局

省

令

別
表
第
一
号
費
用
の
部「

１
水
道
事
業
又
は
工
業
用
水
道
事
業
」

の
表
中「

手
当
」

を「
手賞
与

当
引
当
金
繰
入
額
」

に
、

「
修

繕
費
」

を 「
修

繕
費

修
繕
引
当
金
繰
入
額

特
別
修
繕
引
当
金
繰

入
額

」

に
改
め
、

「
賞
与
引
当
金
繰
入
額

修
繕
引
当
金
繰
入
額

特
別
修
繕
引
当
金
繰

入
額

」

を

削
り
、

「
報

償
費
」

を 「
報

償
費

広
告

料
食

糧
費

厚
生

費
保

険
料
」

に
改
め
る
。
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〔
省

令
〕

〇
地
方
公
営
企
業
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令
（
総
務
一
〇
七
）

J

〔
告

示
〕

〇
周
波
数
割
当
計
画
を
定
め
る
件

（
総
務
四
七
一
）

L

〔
官
庁
報
告
〕

国
家
試
験

航
空
従
事
者
技
能
証
明
等
に
関
す
る
試
験
の

施
行
（
国
土
交
通
省
）

J
P
O

水
先
人
試
験
の
施
行
（
同
）

J
P
P

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

J
P
Q

特
殊
法
人
等

弁
理
士
登
録
、
型
式
部
材
等
製
造
者
の
認

証
関
係

K
I
K

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
、
公
示
送
達
関
係

K
I
K

会
社
そ
の
他

K
I
L

会
社
決
算
公
告

K
I
O

〇
総
務
省
令
第
百
七
号

地
方
公
営
企
業
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
七
年
政
令
第
四
百
三
号
）
第
二
十
九
条
、
地
方
財
政
法
施
行
令
（
昭
和
二
十

三
年
政
令
第
二
百
六
十
七
号
）
第
三
十
二
条
の
二
及
び
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平

成
十
九
年
政
令
第
三
百
九
十
七
号
）
第
二
十
八
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方
公
営
企
業
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
四
年
十
二
月
二
十
五
日

総
務
大
臣

樽
床

伸
二

地
方
公
営
企
業
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
地
方
公
営
企
業
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

地
方
公
営
企
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
七
年
総
理
府
令
第
七
十
三
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
条
第
二
項
第
二
号
中
「
受
贈
財
産
評
価
額
」
の
下
に
、「（
償
却
資
産
以
外
の
固
定
資
産
の
取
得
又
は
改
良
に

充
て
る
た
め
の
も
の
に
限
る
。）」
を
加
え
る
。

第
十
五
条
第
一
項
中
「
場
合
に
あ
つ
て
は
、」を
「
場
合
に
あ
つ
て
は
」
に
、「
帳
簿
価
額
に
」
を
「
帳
簿
価
額
に
、」

に
、「
第
四
項
」
を
「
こ
の
項
及
び
第
四
項
」
に
改
め
、「「
法
定
耐
用
年
数
」
と
い
う
。）」
の
下
に「（
第
八
条
第
五
項

の
規
定
に
よ
り
当
該
有
形
固
定
資
産
の
帳
簿
原
価
が
同
条
第
三
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
定
め
る
価
格
と
さ
れ
た
場

合
に
は
、法
定
耐
用
年
数
か
ら
当
該
有
形
固
定
資
産
の
減
価
償
却
を
行
つ
た
年
数
を
控
除
し
て
得
た
年
数
と
す
る
。）」

を
加
え
る
。

第
十
六
条
第
一
項
中
「
耐
用
年
数
」
の
下
に「（
第
八
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
無
形
固
定
資
産
の
帳
簿
原
価

が
同
条
第
三
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
定
め
る
価
格
と
さ
れ
た
場
合
に
は
、
当
該
耐
用
年
数
か
ら
当
該
無
形
固
定
資

産
の
減
価
償
却
を
行
つ
た
年
数
を
控
除
し
て
得
た
年
数
と
す
る
。）」
を
加
え
る
。

第
十
七
条
第
二
項
中
「
別
表
第
二
号
に
定
め
る
耐
用
年
数
」
と
あ
る
の
は「
リ
ー
ス
契
約
に
基
づ
く
リ
ー
ス
期
間
」

と
」
の
下
に
「
、「
金
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
有
形
固
定
資
産
の
減
価
償
却
額
は
、
当
該
有
形
固
定
資
産
の
帳
簿
原
価

か
ら
当
該
帳
簿
原
価
の
百
分
の
五
に
相
当
す
る
金
額
を
控
除
し
た
金
額
か
ら
前
事
業
年
度
ま
で
に
お
い
て
行
つ
た
減

価
償
却
累
計
額
を
控
除
し
た
金
額
を
超
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
。」と
あ
る
の
は
「
金
額
と
す
る
。」と
」
を
加
え
る
。

第
四
十
条
第
二
項
中
「
企
業
管
理
規
程
」
の
下
に「（
企
業
管
理
規
程
を
定
め
て
い
な
い
地
方
公
営
企
業
に
あ
つ
て

は
、
当
該
地
方
公
営
企
業
の
会
計
事
務
の
処
理
に
関
し
必
要
な
会
計
規
程
を
定
め
た
規
則
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
も

の
）」を
加
え
る
。

第
五
十
五
条
第
二
号
を
同
条
第
三
号
と
し
、
同
条
第
一
号
中
「
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
（
リ
ー
ス
契
約
上

の
諸
条
件
に
照
ら
し
て
リ
ー
ス
物
件
の
所
有
権
が
借
主
に
移
転
す
る
と
認
め
ら
れ
な
い
取
引
に
限
る
。）に
お
け
る

リ
ー
ス
物
件
の
借
主
」
を
「
リ
ー
ス
借
主
」
に
改
め
、
同
号
を
同
条
第
二
号
と
し
、
同
条
第
一
号
と
し
て
次
の
一
号

を
加
え
る
。

一

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
（
リ
ー
ス
契
約
上
の
諸
条
件
に
照
ら
し
て
リ
ー
ス
物
件
の
所
有
権
が
借
主
に

移
転
す
る
と
認
め
ら
れ
な
い
取
引
に
限
る
。）に
お
け
る
リ
ー
ス
物
件
の
借
主
（
次
号
に
お
い
て「
リ
ー
ス
借
主
」

と
い
う
。）が
法
第
二
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
及
び
病
院
事
業
以
外
の
事
業
で
あ
る
と
き

˜
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